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(百万円未満切捨て)

1. 平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
(1) 連結経営成績 (％表示は、対前期増減率)

 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期 18,195 78.6 △174 ― △531 ― △526 ― 

22年3月期 10,188 △61.7 △4,196 ― △4,525 ― △4,920 ― 
 

(注) 包括利益 23年3月期 △864百万円 （ －%） 22年3月期 △4,451百万円 （ －%）

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

自己資本 

当期純利益率 

総資産 

経常利益率 

売上高 

営業利益率 
 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

23年3月期 △6 70 ―  △3.2 △1.3 △1.0 

22年3月期 △68 61 ―  △26.8 △10.6 △41.2 
 

(参考) 持分法投資損益 23年3月期 － 22年3月期 － 
 
 (2) 連結財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期 41,897 16,289 38.9 205 93 

22年3月期 40,331 16,167 40.0 225 23 
 

(参考) 自己資本 23年3月期 16,289百万円 22年3月期 16,151百万円
 
 (3) 連結キャッシュ・フローの状況  
 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

23年3月期 712 234 △489 5,244 

22年3月期 △1,458 △554 3,249 4,802 
 
2. 配当の状況 
 

年間配当金 
 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

配当金総額
(合計) 

配当性向 
(連結) 

純資産配当 
率(連結) 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

22年3月期 ―  0 00 ―  0 00 0 00 ― ― ― 

23年3月期 ―  0 00 ―  0 00 0 00 ― ― ― 

24年3月期(予想) ―  0 00 ―  0 00 0 00  ―  

 
3. 平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
 (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は、対前年同四半期増減率)

 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 10,000 20.7 350 － 250 － 200 － 2 54 

通期 21,000 15.4 800 － 600 － 500 － 6 35 
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4. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

  新規 ―社 （社名）  除外 ―社 （社名）  

 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

 ② ①以外の変更 ： 無 

（注）詳細は、【添付資料】P.13 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年3月期 81,465,568株 22年3月期 74,058,168株 

② 期末自己株式数 23年3月期 2,361,261株 22年3月期 2,345,499株 

③ 期中平均株式数 23年3月期 78,694,740株 22年3月期 71,717,909株 

 
（参考）個別業績の概要 
 
1. 平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

(1) 個別経営成績 (％表示は、対前期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期 16,068 88.3 △133 ― △550 ― △454 ― 

22年3月期 8,531 △66.3 △3,808 ― △4,100 ― △4,539 ― 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

23年3月期 △5 77 ―  

22年3月期 △63 30 ―  
 
 
 (2) 個別財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期 38,891 15,681 40.3 198 24 

22年3月期 36,792 15,395 41.8 214 66 
 

(参考) 自己資本 23年3月期 15,681百万円 22年3月期 15,393百万円 
 

(注意事項) 

※ 監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点に

おいて、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び

合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異な

る可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等に

ついては、【添付資料】P.2「1.経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１.経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

  ａ当期の経営成績 

 当連結会計年度における世界経済は、米国や欧州において失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況が

続きました。しかし、各国の経済対策効果やアジアを中心とする新興国の経済成長により、総じて緩やかな回復

基調で推移しました。一方、国内経済も、米国や新興国の外需に牽引され景気は持ち直しつつありました。しか

し、昨年秋以降の急激な円高の進行やデフレの影響等によりやや足踏み状態が続きました。また、本年 3月に発

生した東日本大震災は、東北地方を中心に甚大な被害を与え、経済活動への影響が懸念されております。 

このような状況の中、当連結グループは、主力の工作機械部門において積極的な営業活動を推し進めるととも

に、顧客ニーズに合致した新製品の開発や徹底したコスト削減により収益の向上に取組みました。 

具体的には、営業活動につきましては、昨年 9月にシカゴで開催された IMTS(International Manufacturing 

Technology Show)に 4 機種を出展、さらに昨年 10 月に東京で開催された JIMTOF(JAPAN INTERNATIONAL MACHINE 

TOOL FAIR 2010)に 7 機種を出展したほか、7月および本年 2 月には、東西でプライベート・ショーを開催し、

拡販に努めました。 

新製品の開発につきましては、アジア地域をターゲットとした低価格立形マシニングセンター（ＭＣ）VC51、

および金型加工向けに省スペースと接近性を向上させた立形マシニングセンターVB53、当社の強みである重切削

機能を維持したまま、省スペースとコストダウンを実現した横形ＭＣのHM500S/50の3機種を新デザインで発表、

JIMTOF に出展し好評を得ました。 

これらの施策により、第 1四半期は、前事業年度からの受注減少の影響を受けて生産調整を余儀なくされまし

たが、第 2四半期以降はアジアや北米での受注が増加し、前連結会計年度に比べまして、生産、売上高共に大幅

に増加いたしました。 

また、東日本大震災による当社の被災状況につきましては、東北営業所が一部被害を受けましたものの、影響

は軽微であります。また、早期に対策本部を設け、本部からの支援部隊を投入し被災されたユーザーへの復旧サ

ービスを実施するなど、微力ではありますが被災地域の復旧支援に取組んでまいりました。 

この結果、売上高は 18,195 百万円（前連結会計年度比 78.6%増）と増加しました。しかし、損益面につきま

しては、生産調整の影響やアジア地域の販売価格の低下および為替の要因により営業損失が 174 百万円（前連結

会計年度は営業損失 4,196 百万円）、経常損失 531 百万円（前連結会計年度は経常損失 4,525 百万円）、当期純損

失が 526 百万円（前連結会計年度は当期純損失 4,920 百万円）となりました。 

    事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

   （工作機械） 

 国内は、円高の影響や先行き不透明感により設備投資は慎重な動きが継続しましたが、エネルギー関連や建

機向けの販売に注力しました。また、海外におきましても、中国を中心としたアジアおよび北米向けへの自動

車やＩＴ関連向けを中心に好調に推移しました。この結果、生産高は 16,786 百万円（前連結会計年度比 218.9％

増、販売価格ベース）、売上高は 15,833 百万円（前連結会計年度比 101.7％増）、営業損失は 82 百万円（前連

結会計年度は営業損失 3,870 百万円）となりました。 

   （水道メーター） 

 官公庁向けおよび情報・計装システムの販売は堅調に推移し、また輸出部品が増加しました。この結果、生

産高は 1,568 百万円（前連結会計年度比 4.2％減、販売価格ベース）、売上高は 1,699 百万円（前連結会計年度

比 1.6％増）、営業損失は 52 百万円（前連結会計年度は営業損失 105 百万円）となりました。 

   （その他） 

     売上高は 661 百万円（前連結会計年度比 0.5％減）、営業利益は 49 百万円（前連結会計年度は営業損失 91 百万

円）となりました。 

 

  ｂ次期の見通し 

    次期（23/4～24/3）の見通しといたしましては、中国を始めとするアジア経済は、インフレや資源高等によりや

や減速する可能性もあるものの全体としては引続き安定した成長が見込まれ、また、欧米においても、政策効果も

あり景気は緩やかに回復するものと予想されます。一方、国内経済につきましては、このたびの東日本大震災によ

り、当面は電力や部品等供給面の制約が深刻化する懸念があり、やや不透明感があります。 

    業績予想としては、売上高 21,000 百万円、経常利益 600 百万円、当期純利益 500 百万円を見込んでおります。 
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(2)財政状態に関する分析 

ａ資産、負債及び純資産の状況 

 資産の部は 41,897 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 1,566 百万円の増加となりました。増加の主なも

のは、受取手形及び売掛金 1,957 百万円、たな卸資産 580 百万円、現金及び預金 441 百万円などであり、減少の主

なものは、有形固定資産 818 百万円、投資有価証券 605 百万円などであります。 

 負債の部は 25,607 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 1,444 百万円の増加となりました。増加の主なも

のは、支払手形及び買掛金 2,654 百万円、退職給付引当金 224 百万円などであり、減少の主なものは、借入金 1,223

百万円、リース債務 257 百万円などであります。 

 純資産の部は 16,289 百万円となり、前連結会計年度末と比較して 122 百万円の増加となりました。増加の主なも

のは、資本金 500 百万円、資本剰余金 500 百万円であり、減少の主なものは、利益剰余金 526 百万円、その他有価

証券評価差額金 276 百万円であります。 

  ｂキャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ 441 百万円（9.2％）増加し、5,244

百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、712 百万円の収入超（前連結会計年度：1,458 百万円の支出超）とな

りました。収入の主なものは、仕入債務の増加 2,654 百万円、減価償却費 988 百万円であり、支出の主なものは、

売上債権の増加 2,072 百万円、たな卸資産の増加 723 百万円、税金等調整前当期純損失 443 百万円であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、234 百万円の収入超（前連結会計年度：554 百万円の支出超）となり

ました。収入の主なものは、投資有価証券の売却 453 百万円であり、支出の主なものは、有形固定資産の取得

197 百万円であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、489 百万円の支出超（前連結会計年度：3,249 百万円の収入超）とな

りました。支出の主なものは、長期借入金の返済 1,269 百万円、リース債務の返済 263 百万円であります。収入

の主なものは、株式の発行 1,000 百万円であります。 

  ｃキャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年 

 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 3 月期 

自己資本比率(%) 41.1 46.6 46.0 40.0 38.9 

時価ベースの自己資本比率(%) 65.1 30.7 12.8 17.1 20.8 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率(年) 2.2 6.0 － － 14.5 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ(倍) 18.0 6.5 － － 3.7 

(注)１.上記各指標の算式は、次のとおりであります。 

    自己資本比率：自己資本／総資産 

    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  ２.いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

  ３.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 

  ４.キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用しておりま

す。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

(3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   株主に対する利益還元は経営の最重要政策のひとつとして位置づけており、安定した業績をあげ継続的に配当を行

うことを基本としつつ、企業体質の強化や事業展開等を考慮した上で業績に対応した配当を行うこととしております。 

   当期の配当につきましては、厳しい経営環境等を検討しました結果、誠に遺憾ながら見送りとさせて頂きます。 

   また、次期の配当につきましては、経営環境が不透明であることから、誠に遺憾ながら中間及び期末配当とも見送

りとさせて頂く予定であります。 
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２.経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

   当社グループは工作機械を主力製品とし、その他水道メーター等があり、それらの製造・販売を行っております。 

   当社グループは製品を世界のマーケットに提供しており、そのユーザーの要請に的確に応える新製品と新技術の開

発に全力を傾けております。また、経営を進めていく上で、「顧客第一」「社会的責任」「新しい価値の創造」の三つの

キーワードを行動の指針としております。 

 

(2)目標とする経営指標 

   当社グループは、売上高営業利益率並びに売上高経常利益率と自己資本利益率を経営指標として、採算性と資本効

率を重視しながら高収益な体質を目指しております。 

 

(3) 会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは「お客様の信頼と期待に応える」企業グループを目指し、お客様満足度の向上、技術力と生産性の

向上、販売力の強化等を図り、安定した収益体質を確立して行きます。 

当社グループの主力である工作機械部門では、マーケティング力と商品開発力の強化を目的として営業統括室をマ

ーケティング戦略室と改称、専任の担当役員を配置するとともに人員を増強し、お客様のニーズをより的確に捉えた

商品の開発・提供に取組んでいきます。また、当社工作機械の特長である重切削性能をより向上させると同時に、省

エネや環境に配慮した商品開発に取り込んでまいります。さらに、子会社のサービス部門を当社サービス部門に統合

し、サービス網の充実を図ることにより、より迅速なサービスの提供を行います。同時にサービスに携わる人材の教

育に注力し、より質の高いサポート体制を構築してまいります。 

技術力の向上につきましては、技術部門の人材育成において知識の共有化（Knowledge Sharing）を推進していく

ことで設計者の技術力をアップし、設計品質の向上を図ってまいります。 

生産性の向上につきましては、工作機械のユニット部品を一元管理する部門を新設し、生産リードタイムの短縮や

短納期に対応できる体制を構築してまいります。また、生産子会社である THAI OKK MACHINERY CO.,LTD.の設備面・

人材面での拡充を図り、海外生産により一層のコスト削減を進めると同時に、生産効率を高めるために部品供給体制

の強化も図ってまいります。 

販売力の強化につきましては、拡大するグローバル市場に対応するため、海外の営業体制の強化を図ります。特に

今後も安定した需要が見込めるアジア地域を中心に、人員の増強による営業基盤の拡充を実施すると同時に、引続き

戦略商品の投入を積極的に行います。 

また、水道メーター事業におきましては、販売部門を連結子会社である大豊機工㈱に譲渡し、同社において製販一

体となった事業展開を行い、グループ業績に貢献する体制を整えます。同時に、連結子会社である㈱オーケイケイ・

シムテックと㈱オーケーケーエンジニアリングの 2社を合併し、重複部門の効率化と不採算業務からの撤退を実施し、

グループとしての経営体質の強化を図ります。 
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３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,842 5,284

受取手形及び売掛金 3,402 5,360

商品及び製品 3,558 3,157

仕掛品 3,564 4,543

原材料及び貯蔵品 44 46

繰延税金資産 62 26

その他 274 363

貸倒引当金 △64 △67

流動資産合計 15,684 18,715

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,955 3,704

機械装置及び運搬具（純額） 1,086 811

土地 15,422 15,415

リース資産（純額） 782 546

建設仮勘定 － 0

その他（純額） 191 141

有形固定資産合計 21,438 20,619

無形固定資産   

ソフトウエア 94 66

リース資産 50 30

その他 27 26

無形固定資産合計 172 123

投資その他の資産   

投資有価証券 2,681 2,076

長期貸付金 88 80

繰延税金資産 20 10

その他 270 349

貸倒引当金 △26 △78

投資その他の資産合計 3,035 2,439

固定資産合計 24,646 23,182

資産合計 40,331 41,897

－5－

大阪機工㈱(6205)平成23年3月期 決算短信



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,093 4,747

短期借入金 5,677 6,193

リース債務 262 230

未払法人税等 28 38

繰延税金負債 2 －

賞与引当金 54 134

製品保証引当金 27 43

その他 809 782

流動負債合計 8,955 12,171

固定負債   

社債 100 100

長期借入金 5,767 4,028

リース債務 577 351

繰延税金負債 222 180

再評価に係る繰延税金負債 6,007 6,007

退職給付引当金 2,400 2,624

その他 134 145

固定負債合計 15,208 13,436

負債合計 24,163 25,607

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,782 6,283

資本剰余金 954 1,455

利益剰余金 1,329 802

自己株式 △524 △526

株主資本合計 7,542 8,014

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 542 265

土地再評価差額金 8,278 8,278

為替換算調整勘定 △211 △269

その他の包括利益累計額合計 8,609 8,274

新株予約権 1 －

少数株主持分 13 －

純資産合計 16,167 16,289

負債純資産合計 40,331 41,897
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 10,188 18,195

売上原価 11,038 14,833

売上総利益又は売上総損失（△） △850 3,362

販売費及び一般管理費   

販売費 2,325 2,743

一般管理費 1,020 793

販売費及び一般管理費合計 3,346 3,536

営業損失（△） △4,196 △174

営業外収益   

受取利息 20 6

受取配当金 35 35

その他 11 13

営業外収益合計 68 55

営業外費用   

支払利息 173 192

資金調達費用 109 －

為替差損 56 183

租税公課 12 －

その他 46 37

営業外費用合計 397 413

経常損失（△） △4,525 △531

特別利益   

投資有価証券売却益 － 219

退職給付制度改定益 － 28

その他 － 14

特別利益合計 － 262

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

投資有価証券評価損 26 57

退職給付制度終了損 － 21

有形固定資産処分損 1 1

特別退職金 483 －

その他 － 24

特別損失合計 512 173

税金等調整前当期純損失（△） △5,038 △443

法人税、住民税及び事業税 22 50

法人税等還付税額 △92 －

法人税等調整額 △39 35

法人税等合計 △109 86

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △529

少数株主損失（△） △7 △2

当期純損失（△） △4,920 △526
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 連結包括利益計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △529

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △276

為替換算調整勘定 － △58

その他の包括利益合計 － △334

包括利益 － △864

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △861

少数株主に係る包括利益 － △2
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（３）連結株主資本等変動計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 5,782 5,782

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 500

当期変動額合計 － 500

当期末残高 5,782 6,283

資本剰余金   

前期末残高 954 954

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 500

当期変動額合計 － 500

当期末残高 954 1,455

利益剰余金   

前期末残高 6,250 1,329

当期変動額   

当期純損失（△） △4,920 △526

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △4,920 △526

当期末残高 1,329 802

自己株式   

前期末残高 △524 △524

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 △524 △526

株主資本合計   

前期末残高 12,463 7,542

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 1,001

当期純損失（△） △4,920 △526

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △4,921 472

当期末残高 7,542 8,014
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 26 542

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 515 △276

当期変動額合計 515 △276

当期末残高 542 265

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △3 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3 －

当期変動額合計 3 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金   

前期末残高 8,278 8,278

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 8,278 8,278

為替換算調整勘定   

前期末残高 △169 △211

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41 △58

当期変動額合計 △41 △58

当期末残高 △211 △269

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 8,132 8,609

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 477 △334

当期変動額合計 477 △334

当期末残高 8,609 8,274

新株予約権   

前期末残高 － 1

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 △1

当期変動額合計 1 △1

当期末残高 1 －

少数株主持分   

前期末残高 22 13

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △8 △13

当期変動額合計 △8 △13

当期末残高 13 －
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 20,618 16,167

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 1,001

当期純損失（△） △4,920 △526

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 470 △350

当期変動額合計 △4,450 122

当期末残高 16,167 16,289
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △5,038 △443

減価償却費 1,158 988

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29 54

賞与引当金の増減額（△は減少） △177 80

退職給付引当金の増減額（△は減少） △712 224

受取利息及び受取配当金 △56 △41

支払利息 173 192

有形固定資産処分損益（△は益） 1 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 67

投資有価証券売却損益（△は益） － △219

投資有価証券評価損益（△は益） 26 57

売上債権の増減額（△は増加） 1,577 △2,072

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,823 △723

仕入債務の増減額（△は減少） △2,144 2,654

その他 465 8

小計 △1,871 827

利息及び配当金の受取額 56 42

利息の支払額 △170 △190

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 526 32

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,458 712

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △570 △197

有形固定資産の売却による収入 2 3

有形固定資産の除却による支出 △35 －

無形固定資産の取得による支出 △26 △1

投資有価証券の売却及び償還による収入 102 453

子会社株式の取得による支出 － △2

関係会社出資金の払込による支出 － △46

貸付けによる支出 △63 －

貸付金の回収による収入 11 7

その他 25 18

投資活動によるキャッシュ・フロー △554 234

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 671 45

長期借入れによる収入 4,400 －

長期借入金の返済による支出 △1,611 △1,269

社債の発行による収入 97 －

株式の発行による収入 － 1,000

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △3 △0

リース債務の返済による支出 △285 △263

その他 △19 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,249 △489

現金及び現金同等物に係る換算差額 △13 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,223 441

現金及び現金同等物の期首残高 3,579 4,802

現金及び現金同等物の期末残高 4,802 5,244
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(5)継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

(6)連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  （会計方針の変更） 

   ・資産除去債務に関する会計基準等 

     当連結会計年度から､｢資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3月 31 日)及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3月 31 日)を適用しており

ます。これに伴い、税金等調整前当期純損失が 67 百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は 67 百万円であります。 

  （表示方法の変更） 

   ・連結損益計算書関係 

     当連結会計年度から、｢連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日)に基づ

く「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成 21 年 3月 24 日 内

閣府令第 5号)の適用に伴い、「少数株主損益調整前当期純損失」の科目を表示しております。 

（追加情報） 

  ・包括利益に関する会計基準 

    当連結会計年度から、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 25 号 平成 22 年 6月 30 日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

・退職給付引当金 

    当社及び当社の連結子会社である㈱オーケーケー エンジニアリングは、退職金規程を改定し、従来採用してい

た確定給付型の退職金制度のうち、適格退職年金制度を平成 22 年 10 月 1 日に廃止し、その一部を退職一時金制

度へ移行しております。これに伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第１

号 平成 14 年 1月 31 日)を適用し、当連結会計年度において、当廃止に伴う影響額を特別損失に 21 百万円計上す

るとともに、移行に伴い発生した過去勤務債務 28 百万円を一括して特別利益に計上しております。 
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(7)連結財務諸表に関する注記事項 

  （連結貸借対照表関係） 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成22年3月31日） 当連結会計年度（平成23年3月31日） 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,１０２ 

１. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公

布法律第 34 号）に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延

税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した

金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平

成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号

に定める地価税の計算のために公表された方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算出してお

ります。 

・再評価を行った年月日 平成 12 年 3月 31 日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

 △７,５９９ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 ２０ 

商品及び製品 １９３ 

建物及び構築物 ３,１２５ 

機械装置及び運搬具 ２３３ 

土地 １４,９３０ 

計 １８,５０３ 

２.担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 ２０ 

商品及び製品 １４０ 

建物及び構築物 ２,９５７ 

機械装置及び運搬具 ２０１ 

土地 １４,９３０ 

計 １８,２５０ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 １,８０３ 

長期借入金 ６,４２１ 

（うち１年以内返済予定額 ９８９） 

計 ８,２２４ 

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 １,９６０ 

長期借入金 ５,３９５ 

（うち１年以内返済予定額 １,５６５） 

計 ７,３５５ 

３.受取手形割引高 ４６ ３.受取手形割引高 １５５ 

 

  （連結包括利益計算書関係） 

当連結会計年度(自 平成22年4月1日 至 平成23年3月31日) 

当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

親会社株主に係る包括利益  △４,４４３百万円 

少数株主に係る包括利益 △７百万円 

 計 △４,４５１百万円 

 

当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

その他有価証券評価差額金 ５１５百万円 

繰延ヘッジ損益 ３百万円 

為替換算調整勘定 △４１百万円 

 計 ４７７百万円 
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（セグメント情報） 

１ 報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

  当社は、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

  従って、当社は、「工作機械」及び「水道メーター」の２つを報告セグメントとしております。 

「工作機械」は、マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械を製造販売しております。「水道メーター」は、水

道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディターミナルを製造販売しております。 

 

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成のための会計処理の方法と同一であります。 

 

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自 平成21年4月1日 至 平成22年3月31日) 

 （単位：百万円） 

報告セグメント 

 
工作機械 水道ﾒｰﾀｰ 計 

その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

連結財務

諸表 

計上額 

（注）３ 

売上高        

外部顧客への売上高 7,850 1,672 9,522 665 10,188 － 10,188 

セグメント間の内部売上高        

又は振替高 － － － － － － － 

計 7,850 1,672 9,522 665 10,188 － 10,188 

セグメント損失(△) △3,870 △105 △3,976 △91 △4,068 △127 △4,196 

セグメント資産 30,994 850 31,845 1,128 32,973 7,357 40,331 

その他の項目        

減価償却費 1,076 41 1,118 38 1,156 2 1,158 

有形固定資産及び        

無形固定資産の増加額 173 21 194 1 196 0 196 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、繊維機械事業や建築用金物事業 

 等を含んでおります。 

２ 調整額は以下のとおりであります。 

 （１）セグメント損失の調整額（△127 百万円）は、提出会社本社の管理部門の費用の一部であります。 

 （２）セグメント資産の調整額（7,357 百万円）は、主に提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

３ セグメント損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 
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当連結会計年度(自 平成 22 年 4月 1日 至 平成 23 年 3月 31 日) 

 （単位：百万円） 

報告セグメント 

 
工作機械 水道ﾒｰﾀｰ 計 

その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

連結財務

諸表 

計上額 

（注）３ 

売上高        

外部顧客への売上高 15,833 1,699 17,533 661 18,195 － 18,195 

セグメント間の内部売上高        

又は振替高 － － － － － － － 

計 15,833 1,699 17,533 661 18,195 － 18,195 

セグメント利益又は損失(△) △82 △52 △134 49 △85 △89 △174 

セグメント資産 33,296 749 34,045 1,038 35,084 6,813 41,897 

その他の項目        

減価償却費 914 56 970 16 986 1 988 

有形固定資産及び        

無形固定資産の増加額 158 45 204 1 205 － 205 

（注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、繊維機械事業や建築用金物事業 

 等を含んでおります。 

２ 調整額は以下のとおりであります。 

 （１）セグメント利益又は損失の調整額（△89 百万円）は、提出会社本社の管理部門の費用の一部であります。 

 （２）セグメント資産の調整額（6,813 百万円）は、主に提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

３ セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

 

（追加情報） 

    当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 平成 21 年 3月 27 日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20 号 平成 20 年 3 月 21

日）を適用しております。 
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  （税効果会計関係） 

（単位：百万円） 

前連結会計年度（平成22年3月31日） 当連結会計年度（平成23年3月31日） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 １０７ 

賞与引当金 ２２ 

投資有価証券評価損 ４９２ 

退職給付引当金 ９７０ 

繰越欠損金 ２,４６６ 

その他 ９４ 

繰延税金資産小計 ４,１５３ 

評価性引当額 △４,０６４ 

繰延税金資産合計 ８８ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △２２７ 

その他 △３ 

繰延税金負債合計 △２３１ 

繰延税金負債の純額 △１４２ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（繰延税金資産） 

たな卸資産評価損 ６１ 

賞与引当金 ５５ 

投資有価証券評価損 ５５６ 

退職給付引当金 １,０６５ 

繰越欠損金 ２,６０７ 

その他 １２１ 

繰延税金資産小計 ４,４６７ 

評価性引当額 △４,４２１ 

繰延税金資産合計 ４５ 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 △１８４ 

その他 △４ 

繰延税金負債合計 △１８８ 

繰延税金負債の純額 △１４２ 

（再評価に係る繰延税金資産） ２０２ 

評価性引当額 △２０２ 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 

（再評価に係る繰延税金負債） △６,００７ 

再評価に係る繰延税金負債 

 の純額 △６,００７ 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

当連結会計年度においては、税金等調整前当期純損失

となっておりますので、差異原因の項目別内訳の記載

を省略しております。 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 
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  （退職給付関係） 

 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（自平成 21 年 4月 1日 至平成 22 年 3月 31 日） （自平成 22 年 4月 1日 至平成 23 年 3月 31 日） 

１.採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、適格退職年金制度、総合

設立型の厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設け

ております。 

１.採用している退職給付制度の概要 

従来、確定給付型の制度として、適格退職年金制度、

総合設立型の厚生年金基金制度及び退職一時金制度を

設けておりましたが、適格退職年金制度を平成 22 年

10 月 1 日に廃止し、その一部を退職一時金制度に移行

しております。また、総合設立型の厚生年金基金を平

成 23 年 3 月 31 日に脱退しております。なお、一部の

連結子会社においては、退職一時金の枠内で中小企業

退職金共済制度に加入しております。 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △３,５２２ 

②年金資産 ２４０ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △３,２８２ 

④会計基準変更時差異の未処理額 ８７１ 

⑤未認識数理計算上の差異 １０ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △２,４００ 

(注)連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

２.退職給付債務に関する事項 

①退職給付債務 △３,３７４ 

②年金資産 １０９ 

③未積立退職給付債務（①＋②） △３,２６４ 

④会計基準変更時差異の未処理額 ６７８ 

⑤未認識数理計算上の差異 △３７ 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △２,６２４ 

(注)1.連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

   2.年金資産は、中小企業退職金共済制度からの

期末支給見込額であります。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用 ２４３ 

②利息費用 ７９ 

③期待運用収益 △１ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 ５１５ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ４０ 

⑥その他 １６７ 

⑦退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥）１,０４３ 

(注)1.簡便法を採用しております連結子会社の退

職給付費用は、「①勤務費用」に計上してお

ります。 

   2.「⑥その他」は、早期退職者優遇制度実施に

伴う割増退職金の支払額であります。 

３.退職給付費用に関する事項 

①勤務費用（注 1） １９４ 

②利息費用 ５５ 

③過去勤務債務の費用処理額（注 2） △２８ 

④会計基準変更時差異の費用処理額 １４０ 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 ３８ 

⑥その他（注 3） ３９ 

⑦退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） ４４０ 

(注)1.簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用を含めております。 

   2.適格退職年金制度から退職一時金制度への

移行に伴い発生した過去勤務債務を一括し

て特別利益に計上したものであります。 

    3.適格退職年金制度の廃止の際の影響額及び

総合設立型厚生年金基金脱退の際の脱退拠

出金を特別損失に計上したものであります。 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準 

②割引率 ２.０％ 

③期待運用収益率 ２.０％ 

④数理計算上の差異の処理年数 １０年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理する方

法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年 

４.退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①退職給付見込額の期間配分の方法 期間定額基準 

②割引率 ２.０％ 

③過去勤務債務の額の処理年数 発生年度に一括処理 

④数理計算上の差異の処理年数 １０年 

（発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

による按分額を翌連結会計年度より費用処理する方

法） 

⑤会計基準変更時差異の処理年数 １５年 
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  （１株当たり情報） 

 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(自平成 21 年 4月 1日 至平成 22 年 3月 31 日) (自平成 22 年 4月 1日 至平成 23 年 3月 31 日) 

１株当たり純資産額 ２２５.２３円 １株当たり純資産額 ２０５.９３円 

１株当たり当期純損失(△) △６８.６１ １株当たり当期純損失(△) △６.７０ 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について  同左 

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を  

有している潜在株式が存在しないため、記載しておりま  

せん。  

 

(注)算定上の基礎 

１株当たり純資産額 （単位：百万円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
項目 

(平成22年3月31日) (平成23年3月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 １６,１６７ １６,２８９ 

普通株式に係る純資産額 １６,１５１ １６,２８９ 

差額の内訳   

 新株予約権 １ － 

 少数株主持分 １３ － 

普通株式の発行済株式数(株) ７４,０５８,１６８ ８１,４６５,５６８ 

普通株式の自己株式数(株) ２,３４５,４９９ ２,３６１,２６１ 

１株当たり純資産額の算定に用いられた   

普通株式の数(株) ７１,７１２,６６９ ７９,１０４,３０７ 

 

１株当たり当期純損失(△) （単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

項目 (自平成21年4月 1日 (自平成22年4月 1日 

 至平成22年3月31日) 至平成23年3月31日) 

連結損益計算書上の当期純損失(△) △４,９２０ △５２６ 

普通株式に係る当期純損失(△) △４,９２０ △５２６ 

普通株主に帰属しない金額 － － 

普通株式の期中平均株式数(株) ７１,７１７,９０９ ７８,６９４,７４０ 
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  （重要な後発事象） 

１ 連結子会社間の合併 

当社の連結子会社である株式会社オーケイケイ・シムテックと株式会社オーケーケー エンジニアリングは、平成 23

年 4月 1日付けで、合併いたしました。 

①合併の目的 

本合併は、両社の製造及び間接業務の一体運営を行い、人材及び保有資産を有効活用することで経営の一層の合理化

及び効率化を図り、当社グループの収益力を向上させることを目的とします。 

②合併期日 

平成 23 年 4月 1日 

③合併の方法及び合併後の会社の名称 

株式会社オーケイケイ・シムテックを存続会社、株式会社オーケーケー エンジニアリングを消滅会社とする吸収合

併方式で、株式会社オーケイケイ・シムテックは、合併後に商号をＯＫＫテクノ株式会社に変更いたしました。 

④合併に係る割当の内容等 

当社の 100％子会社同士の合併であるため、合併に際して新株式の発行及び合併交付金の支払いはありません。 

⑤引継資産・負債の状況 

存続会社の株式会社オーケイケイ・シムテックは、合併期日における株式会社オーケーケー エンジニアリングの資

産、負債及び権利義務を引き継いでおります。 

⑥吸収合併存続会社となる会社の概要 

資本金 10 百万円 

主な事業の内容 

・製かん板金製品の製造及び販売 

・建築金物の製造及び販売 

・鋳物類の製造、加工及び販売 

 

２ 当社から連結子会社への事業の一部譲渡 

当社は、平成 22 年 11 月 5 日開催の取締役会の決議に基づき、平成 23 年 4月 1日付けで、当社の水道メーター販売事

業を当社 100%出資の連結子会社である大豊機工株式会社に譲渡いたしました。 

①事業譲渡の理由 

当社グループの計器事業につきましては、大豊機工株式会社で水道メーターの製造並びに情報・計装システムの製造

及び販売を行い、水道メーターの販売については主に当社が行っておりましたが、大豊機工株式会社へ当該事業を集

約し、経営資源の一元化によって効率性を高め、当該事業の強化を図ることを目的とします。 

②譲渡する事業の内容及び規模 

当社の水道メーター事業 

平成 23 年 3月期における譲渡事業の経営成績（個別） 

売 上 高 1,369 百万円 

経常利益   8 百万円 

③譲渡資産、負債の項目及び金額 

金額の僅少なリース契約に係る資産及び負債であります。 

④譲渡の時期 

平成 23 年 4月 1日 

⑤譲渡価額 

無償 

－20－

大阪機工㈱(6205)平成23年3月期 決算短信


